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〈2024.12.2～3 道内視察研修（北見市農業委員会にて農業者年金研修）〉 

 

 

 

発行 士幌町農業委員会 

◆ 農業委員会会長挨拶 

◆ 土地の売買・貸借の仕組みが変わります 

◆ 農業者年金に加入しませんか 

◆ 令和６年賃借料情報 

◆ 農地所有適格法人報告書の提出のお願い 

◆ 農地転用は許可が必要です 

農地法による許可申請受付締切は毎月２１日です！ 
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令和７年４月 1 日より農地の売買・貸借は、原則として北海道農業公社（農地バンク）経

由になります。 

変更点１（利用開始になるまでの流れが変わります。） 

   

 

 

 

 

 

 

○人・農地プランから地域計画（目標地図）の作成へ 【令和７年３月末】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※赤枠の部分が、変更になった点 

変更点２（手数料が掛かります。売り手２％、買い手１％） 
 ○農地売買は、北海道農業公社を経由しないと譲渡所得税の８００万円控除が使えません。 

 

 

 

農業者年金と NISA 暗号資産のメリット、デメリット 

  メリット デメリット 

農業者年金 

国年１号被保険者、年間６０日以上、農業従事

をする６０歳未満の方は、誰でも加入出来る。 

65 歳まで、下ろす（出金）ことができない。 

農業者年金基金が運用に失敗しても支払った年

金額（原資）は国が保証。 

後継者の配偶者は、政策支援で加入することができ

ない。（通常加入は可能です） 

所得税の社会保険料控除として使える。 

住民税の社会保険料控除になる。 

 

NISA 

暗号資産等 

ハイリターンの可能性がある。 株価が下がれば、原資が減る。 

原資が消失、損失した場合は追加の資金が必要。 

入金、出金は自由。 

 

ある程度の資金がないと儲けが少ない。 

 収入益が出た場合は、確定申告が必要。 

所得税、住民税が発生する。 

 このほかにも、政策支援加入の選択で、1 万円（35 歳以上 6 千円）を国が助成など、農業者年金の加入にはメリ

ットが沢山！！ 

農地の売買・貸借の仕組みが変わります 

令和７年３月まで 

貸主 農業委員会総会（あっせん受理） 地区で利用調整（結果を農業委員会に報告） 

利用集積計画作成し農業委員会総会で審議 利用集積計画を決定公告

 

借主（利用開始） 

令和７年４月から 

貸主 農業委員会総会（あっせん受理） 地区で利用調整（結果を農業委員会に報告） 

・農地利用集積等促進計画を作成（町に確認） 

・北海道農業公社に促進計画を送付 
農業公社 
・町からの意見書、農用地利

用集積等促進計画受理 

・知事に認可申請 

北海道知事 
・促進計画の認

可、公告 

・公告したこと

を農業委員会に

報告 

地域計画に沿った内容か確認（意見書送付） 

報告を受け農業委員会総会で報告 借主（利用開始） 
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農業委員会では、農地の賃貸借取引の目安となる賃借料の情報提供を行っていま

す。令和６年１月から令和６年１２月までに締結(告示)された賃貸借における賃借料

水準（10ａ当たり）は、以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１「データ数」は、集計に用いた件数です。 

＊２「平均額」は、算出結果を四捨五入し 100 円単位としています。 

 

農地法第 6 条第 1 項の規定により、農地所有適格法人は毎年、事業の内容・構成員・

役員の状況等の報告が義務づけられています。農業委員会から送付した報告書の内容を

確認し、提出してください。 

★提出期限：各法人の毎事業年度終了後３ヶ月以内 

★提 出 先：農業委員会事務局 

★添付書類：定款、社員名簿の写し（事務局でコピーします。） 

農地転用は許可が必要です！-まずは農業委員会に相談- 

◆農地転用に関する法律 

 農地の転用に関する法律には、農地法（農業委員会対応）と農振法（産業振興課対応）の２つの法律

があり、それぞれに申請し、許可を受ける必要があります。ここでは農地法について説明します。 

◆農地転用ってなに？ 

 農地に農家住宅や農業施設(牛舎・格納庫等)を建設したり砂利を採取するなど、農地を農地以外の用

途に使うことを「農地転用」といい、実施前に農業委員会の許可が必要となります。 

◆許可を受けずに転用したり、許可どおりに転用しなかったら？ 

許可を受けないで無断で農地を転用した場合や転用許可に係る事業計画 

どおりに転用していない場合は、農地法に違反することとなり工事の中止 

や原状回復等命令される場合があります。(農地法第 51条) 

また、罰則の適用があります。 

 ※農地法第 64 条：個人の場合、３年以下の懲役又は 300 万円以下の罰金 

  農地法第 67 条：法人の場合、１億円以下の罰金 

◆農地を転用できない施設とは？ 

 農地法では、農業に資する施設[後継者住宅、農業用施設 

（格納庫、牛舎、堆肥場等）]以外転用をすることができません。 

 

地域 平均額 最高額 最低額 データ数 

町内 

全域 
9,200 円 13,000 円 3,000 円 534 

 

 

農業・農政の総合専門誌 

全国農業新聞 
を読みませんか！ 

〇発行日 毎週金曜日 

〇購読料  ７００円 

※お申し込みはお近くの農

業委員又は農業委員会

事務局へ 

発行所：全国農業会議所 


